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【民 法 問題】  

 

  

   次の文章を読んで、〔設問１〕から〔設問３〕に答えなさい。 

 

〔事実１〕 

Ａ（６０歳）は甲土地（以下「甲」という。）を所有し、甲の名義はＡとなっ

ていた。２０２３年４月１日、Ａの息子であるＢ（３０歳）は、Ａに無断で、

Ｘとの間で、２０００万円で甲をＸに売却し、代金と引換えに同年５月１日に

所有権移転登記をする旨の売買契約（以下「本件契約」という。）を締結した。

本件契約を含め、これまでＡがＢに代理権を与えたことは一度もなかったが、

Ｂは、本件契約締結の際、Ａの代理人である旨を告げ、Ａが甲の売却権限をＢ

に与える旨の委任状を示し、甲の登記識別情報通知、Ａの実印および印鑑登録

証明書をＸに示した。しかし、上記委任状は、ＢがＡに無断で作成し、また、

登記識別情報通知および実印は、Ａが留守の際、Ａに無断で持ち出したもので

あった。さらに、印鑑登録証明書も、Ａが留守の際、Ａの印鑑登録カードを用

いて、Ａに無断で交付を受けたものであった。  

  なお、〔設問１〕と〔設問２〕は独立した問題として解答すること。 

 

〔設問１〕 

Ｘは、２０２３年５月１日、Ａに対して代金２０００万円を提供して、甲の所

有権移転登記をするよう請求したが、Ａは、ＢがＡの代理人として甲を売却し

た事実を知らず、Ｘの請求を拒絶した。Ｘの請求は認められるか。  

 

〔設問２〕  

２０２３年４月１５日、Ｂは、交通事故に遭って即死した。Ｘは、Ｂが死亡

したことを聞いていたが、同年５月１日、生存するＡに対して代金２０００万

円を提供して、甲の所有権移転登記をするよう申し入れた。なお、Ｂには遺言

はなく、Ａは相続放棄も限定承認もせず、ＡはＢの唯一の相続人であったもの

とする。  

Ａは、ＢがＡの代理人として甲を売却した事実を知らず、Ｘの申入れを拒絶

したが、これは認められるか。判例の見解に従って答えなさい。 
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〔事実２〕 

２０２３年４月１０日、画廊を営むＰは、Ｑとの間で、その所有する絵画乙（以

下「乙」という。）を２００万円で売却する契約を締結した。この契約では、

Ｐは、同年４月１７日に乙をＱ宅まで届け、Ｑは、同年４月２０日までにＰの

銀行口座宛に代金２００万円を振り込むこととされた。しかし、同年４月１６

日、Ｐの画廊は隣接する店舗で発生した火災で類焼し、乙は全部焼失してしま

った。  

 

〔設問３〕  

（１）２０２３年４月２０日までにＱによる支払いがなく、ＰがＱに対して乙

の代金の支払いを請求した場合、Ｑはこれを拒むことができるか。  

（２）（１）において、Ｑが支払い拒否をするまでもなく、Ｐからそもそも乙の

代金の支払いの請求を受けないようにするためにはどのようにすべきか。  
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民法Ｂ日程出題趣旨―――――――――――――――― 

［設問１］（以下設問１・２は、事実１関係）では、子である代理人Ｂが、父である

本人Ａ所有の甲土地について、Ａに無断で作成した委任状などを用いて相手方Ｘに売

却した行為は、Ａが追認を拒絶しており、また、表見代理も成立しない場合無権代理

行為となるか、が問われている。  

［設問２］では、子である代理人Ｂの行為が無権代理行為であることを前提に、同

行為後、代理人Ｂが死亡した場合に、Ａは追認拒絶をすることができるか、が問われ

ている。  

［設問３］（設問３は、事実２関係）では、売主Ｐと買主Ｑにおける絵画乙の売買契

約において、ＰからＱへの乙の引渡しの前に、Ｐの近隣の火災により、Ｐ・Ｑ双方の

帰責事由なく乙が滅失した場合、（１）Ｑは、危険負担により代金支払い拒絶ができる

か、また、（２）無催告解除により代金支払い債務を消滅させうるか、が問われている。  

 

 

［設問１］ 

⇒解答例（以下「⇒」のみ） 

代理人が本人のためにすることを示した意思表示は代理である（民法＜以下、民法は略＞

９９条１項）が、本人から代理人を授与されてない代理は無権代理であり、本人が追認をしな

い限り本人に対して効力を生じない（１１３条１項）。本事例では、そもそも、A は B に代理権を

与えておらず、また、A は追認を拒絶している。その結果、甲を売却する契約に係る B の行為

は無権代理行為となり、A に対して効力を生じない（１１３条１項）。 

しかし、代理権授与の表示による表見代理の場合（１０９条１項）や権限外の行為の表見代

理の場合（１１０条）は、本人は、代理人が相手方（第三者）との間でした行為について責任を

負う。本事例では、委任状は B が A に無断で作成し、甲の登記識別情報の紙と実印は B が A

に無断で持ち出したもので、また、印鑑登録証明書も B が A に無断で交付を受けたものだった。

A の B に対する代理権の授与の表示もなく、また、A は、B に対して、甲の売却行為以外で基

本代理権となりうる代理権を与えたこともない、と言える。よって、X の A に対する甲の所有権

移転登記の請求は認められない。 

ちなみに、設問では問われていないが、B の行為は無権代理となり、B は１１７条により X に

対して無権代理人としての責任を負う。 

 

［設問２］ 

⇒本人は代理人に代理権を与えておらず、また、本人は追認を拒絶している場合は、他方

で表見代理も成立しないとすれば、代理人の行為は無権代理行為となり、本人に対して効力

を生じない（１１３条１項）。しかし、無権代理人の死亡により、その無権代理人としての地位は、

唯一の相続人である本人に相続された、とも言いうる。本事例では、A は B に代理権を与えて
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おらず、また、A は追認を拒絶しているし、他方で表見代理も成立しないことから、甲を売却す

る契約に係る Bの行為は無権代理行為となり、A に対して効力を生じない。しかし、B の死亡に

より、その無権代理人としての地位は、唯一の相続人である本人 A に相続された、とも言いう

る。 

そこで、本人としての A の地位と無権代理人としての B の地位とが、生存する A においてど

のような関係となるか、が問題となる。判例（最判昭和３７年４月２０日、百選Ⅰ＜第９版＞３２

番）によれば、この場合、「相続人たる本人」（本問における A）が「被相続人」（本問における

B）の「無権代理行為の追認を拒絶しても、何ら信義則に反することころはない」として追認拒

絶を認めた（信義則説）。判例の考え方によれば、Aによる所有権移転登記の拒絶は認められ

る。 

 

［設問３］ 

  ⇒（１）売買契約（特定物）の成立により、売主には売買目的物（特定物）の引渡し債務が

生じ、買主には代金の代金債務が生じる。売主は、代金支払いの履行期には代金の支払を

求めることができ、他方で、買主は、売買目的物（特定物）の引渡しの履行期に、引渡しを求

めることができる。この場合、履行期前に売買目的物（特定物）が滅失すれば、引渡し債務は

履行不能となる。 

ここで、売主・買主共に帰責事由なく、売買目的物の引渡しが履行不能となった場合には、

引渡し前であれば危険は買主に移転しない（民法５６７条）。つまり、引渡しの債務者である売

主が、引渡しの債権者である買主に対して、引渡しの反対給付である代金の請求をしても、反

対給付の債務者である買主はその支払いを拒むことができる（５３６条１項）。 

本事例では、Ｐ・Ｑの売買契約後、乙は、Ｐ・Ｑに帰責事由なく、危険が引渡しによりＱに移

転する４月１７日以前である４月１６日に全部滅失しており、ＱがＰに乙の代金を請求しても、Ｐ

は、５６７条・５３６条１項により、これを拒むことができる。 

⇒（２）（１）同様、売買契約（特定物）の成立により、売主は、代金支払いの履行期には代

金の支払を求めることができ、他方で、買主は、売買目的物（特定物）の引渡しの履行期に、

引渡しを求めることができる。この場合、履行期前に売買目的物（特定物）が全部滅失すれば、

引渡し債務は全部履行不能となるが、これを理由として、５４２条１項１号により、売買契約（特

定物）を無催告で解除ができる。そして、買主が解除する場合に、売主の引渡し債務の全部

不能に関して、売主の帰責事由は必要とされていない。 

本事例では、Ｐ・Ｑの売買契約後、乙は、ＰからＱへの引渡し予定日の４月１７日以前である

４月１６日に全部滅失している。Ｑは、Ｐによる代金請求を受けないためには、５４２条１項１号

（債務の全部履行不能）により、Ｐ・Ｑの売買契約を解除すれば良く、その際に催告はいらない。

そうすれば、Ｑの代金債務は消滅し、Ｐからの代金の支払い請求は受けずに済む。なお、この

場合、Ｑが解除するには、Ｐの帰責事由は不要であり、解除の障害にはならない。 

 


